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田 1990，猿田 1995，杉山 2004)，賃金･労働条件の国際比較研究も少なくない(藤本 1990，
海野 1997)。中国国有企業及び大手民営企業の賃金に関する研究も少ながらず存在する(吉































系 4社(天津)，2012 年に，日系自動車系 1社・中国系 1社(上海)，2013年に，日系電機系
1社･自動車系 1社(蘇州)，2014年日系自動車系 1社･中国自動車系 1社・中国化工系 1社(済
南)となる。それに，日系企業 EC 社に関して，直接本社(GN)社にインタビューして資料を
集めた(2013)。また，同じ質問表を配布し，4社から回答を得た。 




















徐 2002，遅 2012)を整理して，本論文のフレームワークを提示する。 



































第 7章は，従業員向けアンケート調査の結果である。2014 年 6～8月，日系企業 6社と中


















第 1節 日系企業の中国進出 
1．外資系企業の定義 
(1) 一般的定義 
外資系企業について，国際的にとくに 厳密 な定義がなく，国際比較 などには，「外国資
本が 単独 で 10%以上出資している企業」という 国際通貨基金 (IMF)や 経済協力開発機




日本では，外国企業などによる 出資 割合の 明確 な 定義 はないが，『世界大百科事典』
第２版によると，「外資企業とは，外国法人 または外国人が 株式 の 一部 を 取得 している
企業で，日本 の 法人 格を所有しているものをいう。」とある。 
また，経済産業省 は，毎年外資系企業について調査を行っており，その調査結果を『外
資系企業の動向』として公刊している。ここで調査対象となるのは，「①外国投資家が 株式
又は 持分 の 3分の 1超を所有している企業，②外国投資家が株式又は持分の 3分の 1超を
所有している 持株会社 が出資する企業であって，外国投資家の直接出資比率及び間接出資






録資本金の 25％以上 5」とあり，2004年に公布した 「外資企業法および実施細則」に基づ














2012 年末時点で，約 2 万 3 千社の日系企業が中国に進出している 6。第二次世界大戦後，
日本企業の中国進出は，大きく４つの時期に分けられる 7。 









































図表 1‐1 外資企業の進出形態(2011～2012) 
       
 
2011年 2012年 
件数 比率 投資額(億元) 比率 件数 比率 投資額(億元) 比率 
合資経営 5005 18% 214.15 18.5% 4355 17.4% 217.06 19.4% 
合作経営 284 1% 17.57 1.5% 166 0.7% 23.08 2.1% 
独資 22388 80.9% 912.05 78.6% 20352 81.7% 861.32 77.1% 
外資持株 35 0.1% 16.34 1.4% 52 0.2% 15.70 1.4% 





















図表 1－2 造業・非製造業別対中投資の推移 
 
  出所) 日本銀行「業種別・地域別直接投資」より作成。 
 
非製造業について，「2011 年累計で，非製造業投資のうち 42％を卸売・小売業が，31％





械器具 19.7％，電気機械器具 17.3％，一般機械器具 14.6％ ，化学･医薬 10.4％である。
この 4業種で合計 61.9％になる」10。 
9 21 世紀中国総研『中国進出企業地図』蒼蒼社。 
10 同上書，p.16。 
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
非製造業 1628 1502 2387 1683 1877 2388 3097 3425
製造業 5634 5670 4926 5017 4615 3895.68 6948 7334
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(7.49％) (4.91％) (5.63％) (6.90％) (6.33％) (7.06％) (6.47％) 
出所)  21世紀中国総研(2011)『中国進出一覧 上場企業編』により作成 
３．日系企業の位置づけ 
中国工商行政管理局の登録数によれば,2010年時点で,外資系企業は 28万 8088社に及ぶ。






動基本調査』によれば,調査企業 4502 社(内訳は,製造業 2832 社,非製造業 1670 社)の従業












イ)「現状維持」は 39.5％,ウ)「縮小」は 5.0％,エ)「第 3国・地域へ移転・撤退」は 1.2％
となっている。 
また,国際協力銀行の『わが国製造業企業の海外事業発展に関する調査報告』(2011)によ





数 1,411社，有効回答数 940社（内訳は製造業 594社，非製造業 346社，有効回答率 66.6％）となる。 
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の期待度が高いことを示している。 






























13 杉山直(2004)「トヨタの賃金制度 上下」『賃金と社会保障 No.1371,No.1372』。 
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る。学歴･資格･技能に 10 元ずつの差で，勤続年数による級別は 20 元ずつの差がある。相
対的に学歴を重く評価していない体系であるといえる」。最低等級は 160元から最高等級の















                                                   
対象とする『職務別賃金』であり，もう一つは直接生産部門を対象とする『出来高賃金』





 ここで『最終の基本給』は『(基本給－200元)×出勤日数÷月毎平均出勤日数 20.92 日間』



















 最新の研究の遅(2012)17は，中国各地域の日系 4社と中国系 3社を調査し，人事評価と賃
金制度の実態から，日系企業が，長期雇用傾向にあること，中長期的な評価を実施してい
ること，欧米系に比較して賃金水準が低いことなどを指摘されている。 


















































図表 1-5 賃金の決定要因 














生活水準   
 生計費 











































20 経済企画庁(1992)「調整をこえて新たな展開をめざす日本経済」，第 3章。 
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「大手企業の 2010年春季労使交渉・大手企業業種別回答状況によると，第一回集計まで
に回答を寄せた 11業種 43 社の妥結額は 6165 円，前年と比べた上昇率は 1.89％となり，金
額，率ともに上昇した。6000 円台に乗せたのは 2008年以来 2年ぶりである。ただし，この
集計は対象となる主要 21 業種・251 社のうち鉄鋼や化学，造船などの妥結額を含んでおら
ず，4月下旬の第 2回集計，6月上旬の最終集計までに金額は若干引き下げになる見通しで
ある」 








































図表 2－3 中国における企業の雇用ルート 
 
          委託 

































































































日本の労働組合と比べた場合，今日中国の工会は以下の特徴を持つ 33。  





に論戦を繰り広げた。以上は，塚本隆敏(2012)『中国の労働問題』中京大学企業研究叢書 第 20号，p.233。 
33 塚本隆敏(2011)「中国における最低賃金制度の諸問題」『経済理論』第 48 巻第 3 号。 
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 第 3に，工会によるストライキ権が保障されていない。  
中国成立後，4 次にわたる憲法改正及び 4 回の憲法修正が行われた。1975 年の憲法第 28
条では「公民は言論，通信，出版，集会，結社，デモ，ストライキの自由を有する。」と明
記された。これは中華人民共和国憲法において初めてストライキの自由が公民の権利とし
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図表 2－8 党と工会の関係図 
 
   国家        共産党中央委員会        中華全国総工会 
                                 
地方        地区共産党委員会        地区総工会 
                              
企業        企業内共産党委員会       工会―共産主義青年団 
 









    
32 
 

















キの例を踏まえ分析する。 2010 年 5 月 17 日から，中国南海本田自動車部品製造有限会社
（広東省仏山市仏山市南海区獅山鎮にある）の従業員は，待遇改善を求め，ストライキを
行った。従業員代表たちの大部分は 1990 年代生まれ，専門学校卒である。 
5月 17日  
3，40人の従業員は以前から低い給料に対し不満を抱いており，ついに組織的にサボター
ジュを行った。この時は，幹部の妨害があったため参加者は 150 名程度に急増加した。彼
















5月 23日～5月 30日  
小規模であったサボタージュは大規模のストライキに至った。生産は全面的に停止した。 
そのため，広州本田も生産停止におい込まれた。 












会から従業員にお詫びの手紙が出された。6 月 3 日， 従業員たちは断続的に交渉したり，
サボタージュしたりした。  
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｢定年まで 30年勤続で基本給の 93.5 ヵ月分｣で妥結している。 
高度成長期以降では老後生活資金としての退職金の重要性が注目され，各労働組合にお
いてその水準引き上げの取り組みが積極的に取り組まれた。その結果中労委調査によれば，




































































賞与 定率＋業績スライド 成果配分  定率 
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1956 年の賃金制度改革を経て，「職務等級賃金制度」が確立された。それは，同時に,産
業間,部門間,地方間,企業間,職種間の賃金標準を調整して確定するという制度であった。
この制度では，同じ職務において最低の 1 級と最高の 8 級の労働者の平均月給の差は三倍
である(図表 3-8)。 
図表 3－8 地域別・産業別の企業統一等級賃金の例 
企業名 職務 賃金(1級～8級，単位:元) 賃金格差の倍数 



















































































































































































    出所) 労働法(2008)の規定に基づいて作成。 
注)1.休日労働について，「代休」を付与できない場合は上記 200％で算出。 
















                                                   
う場合には，年に 1 回，30 日間の休暇が与えられる。未婚の労働者が親に会う場合には，
























   月額最低賃金(「全日制」労働者に適用) 





















中国企業連合会・企業家協会 審議     (2 週間以内に改定の意見) 
 
各省の政府         採択，公表  (1 週間以内に地方紙で公表) 
                     (公表後 10 日以内に社会保障部に報告) 
 
使用者           公表     (地方政府公表後の 10 日以内に労働者 




図表 3-13 中国の最低賃金標準（2010年,一部地域，単位:元） 
実行時期 地区 月額最低賃金 時間額最低賃金 
2010年 04月 上海 1120 9 
2010年 04月 浙江 800 - 1100 6.5 - 9 
2010年 05月 广东 660 - 1030 6.4 - 9.9 
2010年 07月 北京 960 11 
2010年 02月 江苏 670 - 960 5.4 - 7.2 
2010年 06月 新疆 500 - 960  
2010年 07月 西藏 850 - 950 7.5 - 8.5 
2010年 04月 天津 920 7.8 















一類 860 4.94 8.3 広州 
二類 770 4.43 7.4 珠海，佛山，東莞，中山 
三類 670 3.85 6.5 汕头，惠州，江門 
四類 580 3.33 5.6 韶関，河源，梅州，汕尾，陽江，
湛江，茂名，肇慶，清遠，潮州，
揭陽，雲浮 




















64 上海市人的資源・社会保障部ホームページにより筆者翻訳。  
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65 塚本隆敏(2012)『中国の労働問題』中京大学企業研究叢書 NO.20，p.57。 
56 
 
                                                   
第 4章 日系企業の事例研究Ⅰ―自動車系 
 













トヨタ関連企業 2社が出資して，天津市高新技術開発区で 2001年 2月に会社を成立。生
産開始は 2002年 9月であり，製品はスウィッチ，シフトレバー，キィなどの自動車部品で
ある。製品の 80％を天津市の天津一汽豊田に納入し，残りはホンダを除く日系企業に納入
している。製品の 95％は中国国内の企業に納入し，残り 5％を日本に輸出している。 
従業員数は 810 名（2009 年末）であり，男性は 237 名，女性は 573 名である。年齢構成
は 20歳代が多く，高い年齢層で 30歳代である。 
 日本人スタッフは社長を含めて 10 名であり，部長以上の職位についている。A 社の組織
図は図 1のとおりである。 
 














この中，中国人管理者(課長以上)は管理部 2 名，営業調達部 1 名，品質管理部 1 名，生


















 賃金制度は等級制度をとっており，全体で 7段階あり，普通の評価であれば 3年たつと 1
等級上がる。基本給と能力給の 2 本立てとしており，能力給の部分が昇給していく。昇給


































2010年 7月 1日から集団協議を実施しなければならなくなった。 
 
(3)労働時間と割増賃金 
 勤務時間は昼勤が 8 時から 16 時 45 分であり，夜勤が 20 時から 5 時 55 分である。時間
外労働は月 36 時間までであり，これは法律で決まっている。現在の時間外労働は月 20 時
間ぐらいとのことである。 
 時間外労働手当は，平日で 1.5 倍であり，休日・祝日での手当は休日が 2 倍，祝日が 3
倍である。祝日に勤務させることは難しい。 
 夜勤には夜勤手当を支払う。現場従業員は一日(8 時間)12.8 元の割増しであり，これは
天津市の規定に沿って決めている。他の会社は夜勤手当を時間単位で支払っているが，A社


































66 24 時以降は公共交通がなくなり，早退を防ぐ手段とされている。 
60 
 












 トヨタ関連企業 2 社，中国の自動車企業 1 社，それに台湾系投資会社 1 社の計 4 社が出
資し，Ｂ社本社の出資は 60％である。2001 年 4 月に会社を設立して，2002 年 10 月生産開




































































勤務時間は，昼勤は 8 時から 17 時までとなり，ホットタイムは午前と午後 10 分ずつで






















































2003 年 4 月に設立し，生産開始は 2005 年 2 月である。資本金 2450 万ドルであり，株主
構成はトヨタ関連企業 75％，中国の自動車部品企業 25％である。 
主要生産品目はシート，天井などの車内装部品である。現在は主にクラウン，マーク X，

















答：今，全従業員は,700 名くらいになります。男女比で言いますと，女性が 3 分の 2，男































































































































































答：忙しい時，一時期は一日 3交替とか，一日 12時間で週 4日とかでやっていました。今
69 
 
は 8 時 30 分から 17 時 15 分が 1直目で，あと 21 時から 5時 45分が 2直目で，完全 2
直です。間に残業をする場合もありますし，設備のメンテナンスをやる場合もありま




答：基本的に月一回，工会側 8 名，企業側 8 名を出して，労使懇談会やっています，工会








































2004 年 2 月，日系自動車関連企業 2 社出資の独資形態になる。2008 年に，B 社の天津法人
と合併した。その際，B社天津法人（合弁）の中国側が資本撤退し，日系 3社の独資企業に
なる。なお，調査時点で，資本金は約 4,550 USD で，株主構成は，D 社の本社 49.2％，日
系自動車関連企業 2社それぞれ 48.1％(B社の日本本社)，2.7％である。 
 
2010 年 7 月調査時点での従業員は 976 人であり，その中，男性は 689 人，女性は 287 人




図表 4-4 Ｄ社の従業員構成 
人員類別 男 女 合計 
在籍人員 
正規 443 215 658 
非正規 190 5 195 
長期休暇 9 8 17 
内部離職 29 56 85 
下崗待崗 18 3 21 


















従業員)の離職率は 10％前後で推移している(図表 4-6)。 
図表 4-6 Ｄ社の 2010年の離職率 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 
正
規 
離職人員 6 9 7 9 12 4 6 7 
在職人員 646 637 633 628 622 658 658 655 
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1994年に設立，1996 年生産開始。資本金 2400 万ドル，出資構成は中国の国有大手 50％，
S 社本社 50％。生産は鋳造，溶接，組み立て，塗装といったすべての工程を自社で行い，
年間 80万台の生産能力を有す。 
従業員は，2014年 8月時点に 1600人あまりで，そのなか，駐在員 5人，正規は 1260 人，
非正規(請負，派遣，実習生)は 400 人ほどであった。組織は，財務本部，営業本部，技術
生産本部と管理本部に分かれ，従業員の大半の 1300 人近くは生産本部に，200 人前後は営
業本部に所属している。また，製造本部に，製造部，生産技術部，品質保証部，資材(物流)





①派遣：派遣会社 2 社と契約し，常時 300 人を派遣してもらっている。主に職種で派遣
してもらう。経験がない場合，自社で採用後に職業訓練する。工場移転のため，調査時点



























 ②職務給は 10 等 30 級からなる。職種によって，等・級が異なる。例えば，溶接と塗
装は 5級の差がつく。1，2等は普通従業員で，10等は取締役となる。 








図表 4-8 評価とその比率 
評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
比率 5% 15% 60% 15% 5% 
点数 5 4 3 2 1 
   
近年，平均 200 元昇給しており，その 140～150 元を基本給とし，残り 50～60 元は等級
で調整する。1等の各「級」差は 30 元であるため，毎年査定なしで平均 2等級上昇させる。
それに査定の調整｢級｣数を加え，職務等級を調整する。査定による調整は,2 回の考課点を
合計し,以下(図表 4-9)のように｢級｣数を調整する。 





                                                   
考課点合計 10 ８～９ ５～７ ３～４ ２ 
























会社設立は 1998 年 1月，資本金 297万ドル，出資は L社の日本本社 55.9％，ほかの日本






















現場の契約は，試用期間 3 ヶ月つけて，最初は 2 年契約がほとんどである。労務派遣会社



































るが，逆の場合，採用しないことになる。         
手当について，公的医療保険が低いため(500元以内とされる)，医療費補助として，2000
元まで会社が負担する。それに，通勤バスもあり，３コースで運行している。食事補助も
あって，一食を全額会社負担している。大卒には，言語手当があり，日本語 1 級に 300 元









量)など５項目を基に，月単位で A,B,C 評価を用いて考課する。割合は大体，A が 10％，B
が 60％，C が 30％とし，これを基準に 5％前後で裁量する。もともとは，A は 3 点,B は 2
点のやり方だったが，なかなか受け入れられない。そのため，今の評価法に変わったので
ある。  












































































もしくは販売会社を 34社持ち，グローバルで 51社からなる電機系の多国籍企業である。 
従業員は，2012 年 11 月 6 日時点で，日本国内で 1,293 名おり(連結 10,000 名超)，内男
性 1,106 名，女性 187 名であった(図表 5-1)。社員は 1,155 名で，正社員以外に，準社員，
パート，アルバイトなどの非正規社員を 138名雇用していた。 
 
図表 5-1 従業員の構成状況 
 社員 準社員 パート 委託 アルバイ
ト 
人員合計 
男 1,035 0 2 46 23 1,106 
女 120 24 25 10 8 187 















                                                   
基本給は，「就業時間における基本となる賃金」とされ，本給，加給と調整給からなる。 
そのうち，本給は，等級 72および号数におじて月額が決められる(図表 5-2)。なお，等級
は 6等級あり，それぞれの等級には 50以上の号数が設けられている。 



































1 127,500 157,300 196,100 244,600 292,700 354,300 244,600 295,000 361,700 
2 128,740 158,850 198,040 247,130 295,940 358,400 246,700 297,300 364,200 
3 129,980 160,400 199,980 249,660 299,180 362,500 248,800 299,600 366,700 
4 131,220 161,950 201,920 252,190 302,420 366,600 250,900 301,900 369,200 
5 132,460 163,500 203,860 254,720 305,660 370,700 253,000 304,200 371,700 
6 133,700 165,050 205,800 257,250 308,900 374,800 255,100 306,500 374,200 
7 134,940 166,600 207,740 259,780 312,140 378,900 257,200 308,800 376,700 
8 136,180 168,150 209,680 262,310 315,380 383,000 259,300 311,100 379,200 
9 137,420 169,700 211,620 264,840 318,620 387,100 261,400 313,400 381,700 
10 138,660 171,250 213,560 267,370 321,860 391,200 263,500 315,700 384,200 
11 139,900 172,800 215,500 269,900 325,100 395,300 265,600 318,000 386,700 
12 141,140 174,350 217,440 272,430 328,340 399,400 267,700 320,300 389,200 
13 142,380 175,900 219,380 274,960 331,580 403,500 269,800 322,600 391,700 
14 143,620 177,450 221,320 277,490 334,820 407,600 271,900 324,900 394,200 
15 144,860 179,000 223,260 282,020 338,060 411,700 274,000 327,200 396,700 
注）各等級に 50号以上あるが，16号以上を省略する。算式は，等級ごとに，号数 1号につき 1等級は













                                                   
 手当には地域手当，家族手当，住宅手当，役付手当，職務手当，調整手当，特別手当，
通勤手当と時間外手当などがある。 
そのうち，地域手当は，愛知地区で 15,200円＋基本給の 7％，東京地区で 16,200円＋基




























割増率 平日 休日 
深夜以外 1.30 1.40 
深夜(0.3を加える) 1.60 1.70 
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 新入社員のうち，新規学卒者の初任給の等級号数の規定は図表 5-3 のとおりである。な
お，中途採用者の初任等級号数は，能力・年齢・職務に応じて決められる。 
 
図表 5-3 新規採用の初任等級号数 
 高校卒 短大卒 大学卒 大学院卒 
総合職採用 Ⅰ等級‐16号 Ⅰ等級‐27号 Ⅰ等級‐39号 Ⅰ等級‐52号 


















































































秀 優 良 可 劣 
    
        








秀 優 良 可 劣 
    
        







秀 優 良 可 劣 
    
        








秀 優 良 可 劣 
    
        





秀 優 良 可 劣 
    
        




                                                   






















D：極めて不十分であった。非常に劣っていた。        








S 5％ 5％ 
A 20％ 20％ 
B 55％ 60％ 
86 
 











づき 5 段階の評語を定め(図表 5-7)，毎年 4 月期に，社員の本給号数に所定の号数に加え，
「本給月額表」に沿って昇給される。勿論，評価が D の場合，減給となるが，近年の人事
評価では出されていない。 
図表 5-7 標準改定号数 
改定評語 S A  B C D 
標準改定号数 3号 2号 1号 0号 －1号 
 
② 等級および年齢による加給 
前項の改定に，3 月 31 日時点で在籍 6 カ月以上の者に対し，「等級別年齢加算号数」(図
表 5-8)を基準に，等級および年齢に応じて相応の号数を加えて，昇給の号数が決定される。 
 
図表 5-8 等級別年齢加算号数 
等級/加算号数 +3号 +2号 +１号 加算なし 
Ⅰ 28歳まで 29歳～39歳 40歳～50歳 51歳以降 
Ⅱ 31歳まで 32歳～41歳 42歳～51歳 52歳以降 
Ⅲ 35歳まで 36歳～44歳 45歳～53歳 54歳以降 
Ⅳ 40歳まで 41歳～47歳 48歳～54歳 55歳以降 
Ⅴ 45歳まで 46歳～50歳 51歳～55歳 56歳以降 
Ⅵ 50歳まで 51歳～54歳 55歳～57歳 58歳以降 
 
(2) 昇進・昇格の規程 
C 15％ 10％ 














① 最近の評語の結果が図表 5-9の基準に到達しているか。 





図表 5-9 昇格要件 
昇格区分 直近の昇給評語 
Ⅰ→Ⅱ A以上 又は BBB 
Ⅱ→Ⅲ AA以上 又は ３年間で A以上を２回 
Ⅲ→Ⅳ AAA以上 又は ４年間で A以上を３回 
 マネジメントコース スペシャリストコース 
Ⅳ→Ⅴ 
AAA以上 又は ４年間で A以上
を３回 
AAAA以上 又は 5年間で A以上を 4
回 
Ⅴ→Ⅵ 
AAA以上 又は ４年間で A以上
を３回 
AAAAA以上 又は 6年間で A以上を
5回 
 









































































































注) Ⅰ等級からⅡ等級への昇格は，27歳までは 1歳につき 2号，28歳から 38歳までは 1歳につき
1号の差があるが，39歳の 52号で止まり，59歳までに昇格必要号数はⅠ等級の 52号となる。Ⅲ等
級への昇格は，30歳までは 1歳につき 2号，31歳から 40歳までは 1歳につき 1号の差があるが，
41歳の 48号で止まり，59歳までに昇格必要号数はⅡ等級の 48号となる。 
 
 昇給評語の結果によって，下位等級への降格を         図表 5-11 降格用件
表行われる場合がある。その要件は図表 5-11

























夏季賞与決定用営業利益は，前年 10月 1日から当年 3月 31日までの実績に，当年 4月 1
日から 9月 30日までの見込みを加えて算出される。Ⅳ等級以下社員平均基準内賃金，Ⅳ等
級以下社員人数は，夏季と冬季それぞれ 4月 15日と 10月 15日時点のデータを使用してい
る。 
② 営業利益の適用範囲 




 ③ 別途協議事項 




(2) 賞与の支給方法 (Ⅳ等級以下社員) 









図表 5-12 評語別賞与配分点数表 
 Ⅳ等級(M1) Ⅳ等級(S1) Ⅲ等級 Ⅱ等級 Ⅰ等級 
S 695 615 455 310 210 
A 570 490 360 240 155 
B 445 365 260 165 100 
90 
 
C 325 245 165 90 45 









 各役職に，評語によって以下のように役付分が付け加えられる(図表 5-13)。 






S 180,000 90,000 80,000 70,000 
A 150,000 80,000 70,000 60,000 
B 120,000 70,000 60,000 50,000 
C 90,000 60,000 50,000 40,000 


























図表 5-14 退職事由別・勤続年数別退職支給率 
勤続年数 １ 2 3 5 10 15 20 23 24 25 
自己都合支給率 0.00 0.00 0.16 0.21 0.34 0.50 0.69 0.82 0.87 1.00 
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1 企業の概要 
蘇州工場は製造拠点であり，上海には，投資会社と販売会社がある。上海の販売会社は
従業員が 70 名程度で，なお，トップの総経理も中国人であった。EC 社は，2006 年に G 社
が全額出資して，蘇州の工業園区に設立した独資企業であり，翌年の 2007年から稼働して
いる。設立当時は，30人程度の従業員でスタートしたが，調査時点の 2013年 5月の従業員















図表 5-15 本給月額表 
等級 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 
号数号差 25 30 35 55 90 130 230 300 
1 800 1,450 2,190 3,065 4,440 6,690 9,940 15,690 
2 825 1,480 2,225 3,120 4,530 6,820 10,170 15,990 
3 850 1,510 2,260 3,175 4,620 6,950 10,400 16,290 
4 875 1,540 2,295 3,230 4,710 7,080 10,630 16,590 
5 900 1,570 2,330 3,285 4,800 7,210 10,860 16,890 
6 925 1,600 2,365 3,340 4,890 7,340 11,090 17,190 
7 950 1,630 2,400 3,395 4,980 7,470 11,320 17,490 
8 975 1,660 2,435 3,450 5,070 7,600 11,550 17,790 
9 1,000 1,690 2,470 3,505 5,160 7,730 11,780 18,090 
10 1,025 1,720 2,505 3,560 5,250 7,860 12,010 18,390 
11 1,050 1,750 2,540 3,615 5,340 7,990 12,240 18,690 
12 1,075 1,780 2,575 3,670 5,430 8,120 12,470 18,990 
13 1,100 1,810 2,610 3,725 5,520 8,250 12,700 19,290 
14 1,125 1,840 2,645 3,780 5,610 8,380 12,930 19,590 
15 1,150 1,870 2,680 3,835 5,700 8,510 13,160 19,890 
注）各等級に 50 号以上あるが，16 号以上を省略する。算式は，等級ごとに，号数 1 号につき 1

















暇日 300％それぞれ増しとなる。                






















 3 人事考課 
79 TEM は,Test for English Major の略であり，英語が専攻の大学生を主な対象とする。CET は,College 
English Test略であり，すべての大学生を対象とする。共に中国教育部によって実施される。 
80 「週末指定休暇日」(104 日)を除いて，12(カ月)で割って計算した場合，毎月の平均労働日は 21.75 で
ある。なお，2014年の「祝祭日法定休暇日」は，元旦（1月 1日），春節（旧暦の大晦日，1月 1日，2日），
清明節（旧暦の清明節当日），国際労働節（5月 1日），端午節（旧暦の端午節当日），中秋節（旧暦の中秋
































                 表 5-17 製造部門の日常評価 
出勤率(月，％) 減点 勤務態度考課項目 減点 
92以上 0 防護用具を未使用 10％ 
85以上～92 未満 10％ 勤務中トイレで喫煙 20％ 
75以上～85 未満 25％ 規則を遵守しない，指示に従わない 10％ 
50以上～75 未満 30％ 故意的に不良品を作る 10％ 
50未満 100％ 不明 10％ 






 固定期間評価は，夏季賞与の規準となる 1 月 1 日～6 月 30 日期間の評価，それに，冬季









図表 5-18 各等級の評価者及び評語決定者 
等級 評価者 評語決定者 
Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ 副課長もしくは課長 部長 
Ⅳ，Ⅴ 副部長もしくは部長 副総経理もしくは総経理 




























                                                   
 ウ) 懲罰 
 評価の結果によって，その従業員に相応の懲罰を下す場合がある。 











図表 5-19 標準改定号数 
等級 
評語 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ 
Ｓ 18号 17 16 12 10 9 8 8 
Ａ+ 15号 14 14 10 9 8 6 6 
Ａ 12号 12 12 9 8 7 5 5 
Ｂ+ 9号 9 9 7 6 6 4 4 
Ｂ 6号 6 6 6 5 5 3 3 
Ｃ 0号 0 0 0 0 0 0 0 
Ｄ -2号 -3 -4 -4 -4 -4 -4 -4 




 ア) 業務成績が相当優秀とされる者。 
 イ) 中途採用等によって調整が必要とされる者。 
 ウ) 産休などによって改定がなく，かつ等級号数の調整が必要とされる者。 




 ② 最低賃金の上昇による昇給 
前年度 12月 31 日までに 6カ月勤務以下の者は，最低賃金のみを参考にして改定される。
中国の最低賃金制度は 1994年に始まり，各地方自治体により 2年に 1回の改定が義務付け
られているが，事実上ほぼ毎年(2008，2009年は改定なし)改定されており，年平均 10％前
後，上昇し続けている。蘇州の最低賃金制度は 1995 年からスタートし，当初は 210 元/月
であった。なお，2004年からの最低賃金の変化は図表 5-20のとおりである。 
 
図表 5-20 蘇州の最低賃金の上昇(2004～2013 年) 
年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
最低賃金
(元/月) 
620 690 750 850 850 850 960 1140 1370 1530 









図表 5-21 適応性調査書 
作成者  年月日  
被調査者  所属部門  
業務知識 
一般知識 経営に関する知識が豊富で，




































秀 優 良 可 劣 







①直近の評価と号数は図表 5-22 の規定の基準に到達しているか。 
②上位等級の職務遂行能力が期待できるか。 
 
図表 5-22 昇給昇格規定表 
昇格区分 直近の評価 必要号数 
Ⅰ→Ⅱ A以上 Ⅰ-27号以上 
Ⅱ→Ⅲ A以上 Ⅱ-26号以上 
Ⅲ→Ⅳ AA以上 Ⅲ-26号以上 
Ⅳ→Ⅴ AA以上 Ⅳ-26号以上 
Ⅴ→Ⅵ AA以上 Ⅴ-26号以上 
Ⅵ→Ⅶ AAA以上 Ⅵ-26号以上 
Ⅶ→Ⅷ AAA以上 Ⅶ-26号以上 
         
昇給評語の結果によって，下位等級への降格を行われる場合がある。具体的に，直近の








図表 5-23 各企業の管理職の賃金比較(蘇州工業園区，単位:元) 









総経理 287,549 738,428 1,093,8
00 
― ― ― ― 
財務 部長 319,998 419,183 527,312 ― ― ― ― 
課長 126,990 230,042 346,411 105,600 138,195 200,330 182,140 
係長 89,248 113,735 138,320 55,860 81,346 115,977 ― 
人 事
総務 
部長 251,608 394,055 550,038 ― ― ― 326,060 
課長 116,850 226,178 350,887 106,478 144,762 196,979 ― 
係長 92,300 120,569 145,672 54,897 69,332 83,689  
技術 部長 277,560 451,653 574,746 ― ― ― 169,820 
課長 171,020 237,781 311,826 96,936 164,743 239,780 ― 
係長 103,544 116,676 131,826 69,822 88,304 116,520 ― 
品 質
保証 
部長 287,920 471,087 655,136 ― ― ― ― 
課長 156,377 226,079 301,112 114,347 140,211 161,514 140,420 
係長 68,188 107,636 131,040 47,880 81,366 116,582 74,410 
製造 部長 298,880 420,058 538,009 190,672 243,455 297,924 ― 
課長 119,664 213,282 331,323 74,009 130,145   168,348 127,680 
係長 55,549 99,734 141,519 55,758 84,679  124,453 48,300 
生 産
管理 
部長 298,880 420,058 538,009 ― ― ― ― 
課長 179,180 215,027 263,164 82,800 124,108 152,984 118,580 






















図表 5-24 新規採用の初任等級号数の差 
 高校卒① 短大卒② 大学卒③ 大学院卒④ 
総合職採用 16号 27号 39号 52号 
学歴間の差 ― ②-①=11 ③-②=12 ④-③=13 
一般職採用 13号 21号 29号 ― 
    注) 資料により筆者作成 
 
図表 5-24 を参考に，総合職での採用なら，高校卒と短大卒の初任号数に 11 号の差，短
大卒と大学卒には 12 号の差，大学卒と大学院卒には 13 号の差がある。仮に短大は 2 年と
し，高卒から大学院まで 2 年ずつの学年の差があるとすると，年齢加算の号数(3×2=6)を
除いて，高校卒が短大卒の初任号数に到達するには 5 号，短大卒が大学卒のそれに到達す






























S(+3号) +6 +5 +4 +3 
A(+2号) +5 +4 +3 +2 
B(+1号) +4 +3 +2 +1 
C(0号) +3 +2 +1 0 
D(-1号) +2 +1 0 -1 
      注）資料により筆者作成 
また，昇格(昇給)にも年齢基準の要素を設けており，理論上，高卒でも大卒より早い段
階(年齢要素)での昇格が可能だとされるが，大卒以上に勤続年数がかかることになる。総
合職での採用で，仮に短大は 2 年とし，高卒から大学院まで 2 年ずつの学年の差があると
すると，初任号数と年齢加算分を除いて，昇格の基準に必要な評価改定号数は以下(図表
5-26 )のようになる。 
図表 5-26 学歴別の昇格に必要な評価(総合職) 























高校卒(初任 16) 3 2 1 0 -1 -2 -3 -4 -5 
短大卒(初任 27) ― -3 -4 -5 -6 -7 -8 -9 -10 





するものである。昇格には，直近の評価が A或いは 3回連続 B以上じゃなければならない。
だが，学歴別に同じ 2年勤続の総合職を見ると，高校卒が昇格するには評価加算分 3号(B+A)






する。これは EN 社と対照的である。 
最低賃金水準に近いⅠ等級を見ると，調査時点で蘇州の最低賃金は 1,370元であって，(製
造)現場従業員の初任給は 1,500 元前後であった。仮に，調査時点で，ある従業員はⅠ等級
の 29 号，1,500 元の基本給で採用されたとすると，半年後の人事考課のとき，昇給は最大
(S+評価：18×25元)450元となり，減給は最大(D-：4×25元)100元となる。しかし，最低












図表 5-27 人事考課による昇格(昇給)幅の比較(Ⅰ等級) 
 EN社(日本) EC社(中国) 
改定号数 改定額(円) 改定幅(%)
注 
改定号数 改定額(元) 改定幅 注 




― ― ― +15 375 46.89 
 A +2 2,480 1.94 +12 300 37.50 
B
+ 
― ― ― +9 225 28.13 
 B +1 1,240 0.97 +6 150 18.75 
 C 0 0 0.00 0 0 0.00 
 D -1 -1,240 -0.97 -2 50 -6.25 
D
- 
― ― ― -4 100 -12.50 
    注）資料により筆者作成。改定幅について，初任給の決定基準が異なるため，Ⅰ等級の 1 号(EN










図表 5-28 人事考課と一時金との連動幅 
 S A B C D 
①（基本給×安定係数） 484,020 484,020 484,020 484,020 484,020 
②（等級別評語別点数×1点単
価） 
258,909 191,100 123,900 55,481 0 
①+② 742,929 675,120 607,920 539,501 484,020 
注) EN社の一時金の計算方法により筆者作成。このなか，安定係数＝2.689，1点単価＝1232.9円。 
 
 図表 5-28 のように，大きな影響が出ない要素を除いて，（基本給×安定係数）＋（等級
別評語別点数×1点単価）だけで見た場合，Ⅰ等級について，Dと S評価が出されないとし











1.536 となる。仮に 22 歳の大卒者が総合職で採用され，退職金制度が改定なし，なお毎年
の人事考課の評価が平均的な B としたら，勤続 5 年までに，事由別の退職金は以下のよう
になる(図表 5-29)。 
 
図表 5-29 事由別の退職金(大卒で毎年評価が Bとした場合) 
 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 
自己都合 0.00 0.00 132,405 212,535 297,632 


















































第 1節 集団企業(TCL)の事例―電機系 
Ⅰ TCLグループの概要 
広東省恵州市に本部を置く総合電器グループ。正式名称は「TCL集団股份有限公司。2008
年の全世界における営業利益は 384.14 億元（約 5400 億円）で, 40 の国と地域に販売会社
を設置している。生産拠点は, 中国, ポーランド, メキシコ, タイ, ベトナムなど約 20カ
所に展開。Ｒ＆Ｄ（研究開発）センターは中国, 米国, フランス, シンガポールなど 10数
カ所に設置している。公有制企業の中の「集団企業」である。  
 








職員の賃金は, 固定賃金, 変動賃金の二つの部分から構成する。 
固定賃金は, 基本賃金, 技能賃金, 住宅補助, 医療補助から構成する。固定賃金は職員
の職務, 勤続年数, 学歴, 技能などの要素から確定する。 













完成率が 60％以下の場合, 当月から手当の支給を中止する。予定完成期日に完成率 60％以
上の場合, 完成するまで手当の支給を継続する。 
職員賃金の控除項目は, 個人所得税, 社会保険費, 補助保険費, 住宅積立金及び教育金
のほか, 保証金, 立替金と罰金が差し引かれる。職員の賃金の支払いに間違いがあった場
合, 或いは事情により募金を返却する場合, 来月の「補雑」項目で支払ことにする 85。 
 
３ 賃金系列 











3、 行政人事部, 財務部, 監査部と材料供給部門の職員 
4、 研究設計部門, 生産技術部門, 品質管理部門に技術以外の職務を従事する
職員 
技術賃金 研究設計部門, 生産技術部門, 品質管理部門の職員 














     ＝基準賃金×固定賃金基準係数 
変動賃金＝出勤給＋業績給＋利益給 






























行政 0.7 0.2 0.4 0.08 0.02 0.3 0.1 0.1 0.1 / 
技術 0.7 0.2 0.4 0.08 0.02 0.5 0.1 0.1 0.1 0.2 




    ＝基準賃金×（A1＋A2＋A3＋A4）  
変動賃金の計算方法 
変動賃金＝出勤給＋業績給＋利益給＋プロジェクト手当 
    ＝基準賃金×（B1×C1＋B2×C2＋B3×C3＋B4×C4） 
 
説明事例：仮に一人の行政賃金系列の適用する職員が, 賃金等級は 48級とすれば, 基準
賃金は 3000 元となる 86。この職員の当月出勤考査係数は 0.8, 業績係数は 1.2, 利益係数は





                                                   
 固定賃金項目 基準賃金（元） 変動賃金項目 基準賃金（元） 
基本給 3000×0.2=600 出勤給 3000×0.1×0.8=240 
技能給 3000×0.4=1200 業績給 3000×0.1×1.2=360 
住宅補助 3000×0.08=240 利益給 3000×0.1×0.8=240 
医療補助 3000×0.02=60   
固定賃金の合計 2100 変動賃金の合計 840 
基準内賃金合計 2940 
この中, C1 は出勤考査係数, C2 は業績考査係数, C3 は利益考査係数, C4 はプロジェク
トの考査係数であり, これらの係数の確定方法は以下の図表 6－3,4,5,6の通りである。 
 
図表 6-3 出勤考査係数（C1）の確定方法 
当月の出勤考査 控除値 
無断欠勤半日以上 １ 
病気, 用事での欠勤一日毎に 0.25 
遅刻, 早退の累計五回毎に 0.5 
遅刻, 早退の累計一時間毎に 0.5 
連絡遅れの欠勤 0.2 
注） 初期値＝１  C1＝初期値－控除値 
図表 6-3で示しているように,無断欠勤半日以上が 1回で出勤係数は，初期値－控除値 
1-1=0 となり，当月の出勤給は 0 になることを意味する。病気･用事で欠勤した場合であっ
ても,1 回につき出勤給は 0.25％減となる。それに，遅刻，早退についても，累計回数は 5
回か累計時間 1 時間ごとに，出勤給が 50％減となる，執行について，累計時間か回数かの
いずれの条件似に達した場合減給されると思われる。 
 
図表 6-4 業績考査係数（C2）の確定方法 
考査成績 考査成績の意味 職員に占める比例 Ｃ２ 
Ｓ 優秀 5％ 1.3 
Ａ 良好 15％ 1.1 
Ｂ 合格 60％ 1.0 
Ｃ まあ合格 15％ 0.6 
110 
 
Ｄ 良くない 5％ 0 
  







151％以上 ２ 61-80％ 0.8 
121-150％ 1.5 41-60％ 0.6 
101-120％ 1.2 21-40％ 0.4 
81-100％ 1 0-20％ 0 
 
図表 6-6 プロジェクトの考査係数（C4）の確定方法 
プロジェクトの予定完成率 Ｃ４ 
100％以上  1 
80-100％ 0.8 
60-80％ 0.6 
60％以下  0 
 






級調整表』を記入し, 主管がそれを審査して, 最後に総経理が決裁する。 
本部課長以上の職務, 或いは子会社の財務経理補佐, 副経理及び経理の経歴がある場合, 
基本的に賃金等級をその職務に適応する等級標準（本社）の下限とする。 








                                                   








賃金等級 賃金基準 賃金等級の調整範囲及び上限 
博士 33 6,000元 1－15級昇格可能, 上限は 18級(9,800元) 
修士 52 2,600元 1－20級昇格可能, 上限は 32級(6,200元) 
双学士 54 2,400元 1－20級昇格可能, 上限は 34級(5,800元) 
学士 60 1,800元 1－20級昇格可能, 上限は 40級(4,600元) 
短大 66 1,200元 1－15級昇格可能, 上限は 51級(2,700元) 















賃金等級 賃金基準 賃金等級 賃金基準 
修士 67 1,100元 50 2,800元 
双学士 89 68 1,000元 54 2,400元 
学士 69  900元 57 2,100元 





                                                   




した者は, 正式な職員として採用し, 賃金等級を改めて調整する。 





図表 6-9 業績考査と賃金等級の調整 
考査成績 考査成績の意味 賃金等級の調整 
Ｓ 優秀 ランクを5-6級昇格 
Ａ 良好 ランクを3-4級昇格 
Ｂ 合格 ランクを1-2級昇格 
Ｃ まあ合格 昇降なし 




















上海証券取引所で上場しており, 従業員 3000 人の国有企業である。濱州工場に 2700 人, 淄
博工場に 400 人の従業員がいる。全体で男性 65％, 女性 35％である。製造現場は男性 90％
以上であり，スタッフ層は, 中国の労働法上, 男女の退職年齢に差があるため, 男性が若
干多い。 
製品は, 第一汽車, 東風汽車, 奇瑞, 吉利など, 殆どの自動車メーカーに納品している。













また細かく｢資格｣化されている。詳細は図表 6-10(P 社の社内資料より作成，以下同じ )の
とおりである。 
図表 6-10 職種分類表 
















注）高層管理者は総経理･副総経理で, 中層管理者は, 各部門の正・副職, 補助職。或は, 他工場の正･





賃金体系は, 基本給, 業績給, 手当の三つの部分から構成される。その中，基本給は職
務資格によるものである(図表 6-11)。 
 
図表 6-11 職務賃金等級表 
 一等 二等 三等 四等 五等 六等 七等 八等 九等 十等 
1級 300 425 610 855 1165 1600 2215 3010 3985 5140 
2級 310 440 630 880 1200 1650 2280 3090 4080 5250 
3級 320 455 650 905 1235 1700 2345 3170 4175 5360 
4級 330 470 670 930 1270 1750 2410 3250 4270 5470 
5級 340 485 690 955 1305 1800 2475 3330 4365 5580 
6級 350 500 710 980 1340 1850 2540 3410 4460 5690 
7級 360 515 730 1005 1375 1900 2605 3490 4555 5800 
8級 370 530 750 1030 1410 1950 2670 3570 4650 5910 
9級 380 545 770 1055 1445 2000 2735 3650 4745 6020 
10級 390 560 790 1080 1480 2050 2800 3730 4840 6130 
11級 400 575 810 1105 1515 2100 2865 3810 4935 6240 





図表 6-12 管理類 
  
 
管理員 部門「主弁」 部門主管 「資深」主管 
等／級 金額 等／級 金額 等／級 金額 等／級 金額 
一档 90 3/10 790 4/10 1080 5/9 1445 7/3 2345 
二档 3/8 750 4/8 1030 5/7 1375 7/1 2215 
三档 3/6 710 4/6 980 5/5 1305 6/9 2000 





                                                   
五档 3/2 630 4/2 880 5/1 1165 6/1 1600 
  
図表 6-13 技術類 
  
 
設計員 設計師 副主任設計師 主任設計師 首席設計師 総設計師 
等級 金額 等級 金額 等級 金額 等級 金額 等級 金額 等級 金額 
一档 4/1 855 5/1 1165 6/1 1600 7/6 2540 8/10 3730 9/8 4650 
二档 3/10 790 4/11 1105 5/11 1515 6/10 2050 8/1 3010 9/3 4175 
三档 3/3 650 4/9 1055 5/9 1445 6/7 1900  
四档 2/12 590 4/7 1005 5/7 1375 6/4 1750 
五档 2/8 530 4/4 930 5/4 1270  
 
図表 6-14 補助類 
  
 
三級補助工 二級補助工 一級補助工 
等／級 金額 等／級 金額 等／級 金額 
一档 2/7 515 3/12 830 5/7 1375 
二档 2/3 455 3/8 750 5/2 1200 
三档 1/11 400 3/5 690 4/9 1055 
四档   3/2 630 4/5 955 
五档 2/10 560 4/1 855 
 
図表 6-15 操作類 
 
  
初級技能工 中級技能工 高級技能工 
等／級 金額 等／級 金額 等／級 金額 
一档 3/1 610 4/10 1080 6/5 1800 
二档 2/10 560 4/5 955 6/1 1600 
三档 2/6 500 4/1 855 5/9 1445 
四档   3/10 790 5/5 1305 




手当には, 職能資格手当, 住宅補助, 年齢給, 昼食補助, 交通手当などがある。 




交通手当は, 以前は部長レベル以上に通勤手当 300 元が支給され, 普通従業員は通勤バ
スで出勤していたが, 自動車の普及により, 私用車で出勤する従業員が増えているため, 
現在, 通勤バスの運行を停止させ, 通勤方法を問わず, 普通従業員に 300 元の通勤手当を
支給している。管理層は, 私用車を業務用としても使うため, 職務に応じて 1200元までの
通勤手当を支給する。 
現場従業員は,2013年 6月の 調査時点で初任給は 1200 元からスタートする。スタッフ層
は, 大卒で入社後 3～6ヶ月の実習期間は 2000 元, その後は職種により差がつく。 
 
２ 人事考課 
(1）部下, 同僚, 上司三者評価 







































                                                   
理人
員 






























②大卒以下は 12年以上の経験, 大卒は 8年以上, 修士は 5年以上, 博
士は 3年以上の経験。 
設計師 ①工程師以上の資格 
②大卒以下は 8年以上, 大卒以上は 5年以上の経験。 
設計員 ①工程師補佐以上の資格 
②大卒以下は 2年以上, 大卒以上は 1年以上の経験。 
 
 
図表 6-17 昇進昇格の条件(操作と補助類) 

























 注）中層管理職と技術職以外,  いずれの条件を満たした場合でも昇格が可能とされる。 
３ その他 
(1)有給休暇 
一番暑い 8 月に 10 日前後を給付する( 労働法上気温が 40 度超え, 職場に冷房などが整
えていない場合, 就業拒否できると規定されている)。探親休暇はマックス 22 日までとれ
る。従来は探親休暇の場合, 80％の基本給を支給されるとなっていたが, 現在は,利用した
場合, 基本給が 100％支給されるが, 当月の業績給(賞金)が 1日につき, 25％カットされる。













一時金は，職務や考課などと関係なく, 会社の業績だけで支給する。6 月に平均 1200 元
を, 12 月に 2000～3000元を支給する。かつて, 1回だけ部門内で差をつけて支給したが, 不
満があってやめた。また, 会社の業績が悪くても, 従業員のモチベーションを維持するた





 中国山東省に位置し, 1993 年に設立された民営の化工メーカーである。上海に研究開発
機関を置き, 山東省に 2 つの製造拠点, さらに合併により東北の吉林省に 1 つの拠点をも
つ。それに, 8 つの子会社と 40 以上の販売会社が中国全土をほぼ網羅する。主な製品は化
工分散体(中間体), 農薬, 肥料であり, 多くの製品は国内でかなりのシェアを占めており, 
119 
 

















図表 6-18 募集職種と応募条件 
職種 学歴 専攻 性別 他の条件 
化工技術員 短大卒以上 化学･生物類 男 繊細で忍耐力を持ち 
専攻を実践(仕事)に統合できる。 






パソコン類 女 濱州戸籍 
経験者優先 
会計(経理) 短大卒以上 財務管理類 不問 濱州戸籍 
1～3年の経験者 
経理補佐 四大卒以上 農科類 男 単独で製品の企画 
倉庫管理員 専門学校卒
以上 








図表 6-19 賃金と福利 
賃金・ 
賞与 
試用期間(1～3ヶ月, 評価によって契約)月給は 2000 元。 
正式に採用した場合, 月給は 2500～4000 元の業績給(中国語「積効工資制」) 
創新奨金, 効率奨金, 年末奨金(企業利益, 部門の業績, 個人の業績による) 















賃金体系は，基本給, 職務給, 技能給, 業績給, 手当からなる。 
基本給は，全従業員 750元同額となる。 
職務給は，職務によって，基本給に 0.6～3.2まで決められた倍率を乗じ計算される。詳
細は(図表 6-20,21)の如くである(Q社社内資料より作成，以下同 )。 
 
図表 6-20 職務等級―基本給対照表 
職務等級 職務類型 基本給 職務給 ｢保秘費｣ 保健費 基準内賃
金総額 









750 1800 200 100 2850 
部長級 部長, 製剤工場長, ｢資
深｣工程師など 
750 1500 200 100 2550 





佐, 工程師, 高級技工 
750 900 200 100 1950 
課長級 課長, 組長, プロジェク
ト主任, 1級技術員 
750 600 150 100 1600 
副課長級 副課長, 副組長, 係長, 
組長補佐, 2級技術員 
750 300 150 100 1300 
主管級 主管, 課長補佐, 班長, 
3 級技術員 
750 200 150 100 1200 
「専員」級 専員, 副班長, 総合管理
員, 4級技術員など 
750 100 100 100 1050 
「文員」級 文員, 保管員, 質検員, 
食堂人員, 5級技術員 
750 50 100 100 1000 





図表 6-21 職務等級―業績給対照表 
職務等級 基本給 倍率 業績「量化」基数 技能級別範囲 技能賃金範囲 
総経理級 750 3.2 2400 4C～12C 480～4320 
副総経理級 750 2.8 2100 4C～12C 480～4320 
総経理補佐級 750 2.4 1800 4C～12C 480～4320 
部長級 750 2.0 1500 3A～12C 170～4320 
副部長級 750 1.8 1200 3A～9C 170～2430 
部長補佐級 750 1.6 1350 3A～8C 170～1920 
課長級 750 1.4 1050 3A～8C 170～1920 
副課長級 750 1.2 900 3A～7C 170～1470 
主管級 750 1.0 750 3A～7C 170～1470 
「専員」級 750 0.8 600 1A～6C 10～1080 
「文員」級 750 0.6 450 1A～5C 10～750 
試用級 750 － － － － 
 
技能給は，職務によって 1A(10 元)～12C(4320 元)まで付けられる。なお，同じ職務等級
の中に，さらに A,B,C と差が付けられる(図表 6-22)。 
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図表 6-22 技能等級賃金対照表(元) 
 A等 B等 C等  A等 B等 C等 
1級 10 20 30 7級 1210 1340 1470 
2級 60 90 120 8級 1620 1770 1920 
3級 170 220 270 9級 2090 2260 2430 
4級 340 410 480 10級 2620 2810 3000 
5級 570 660 750 11級 3210 3420 3630 
6級 860 970 1080 12級 3860 4090 4320 
 
上の図表を参照に,図表 6－21 の中の「文員」級の技能級別範囲は 1A～5C であるため，
ある「文員」級従業員の技能級別は２Bとしたら，技能給は 90元となる。 











図表 6-23 任務計画表(硬指標) 






1      
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3      
4      
5      
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8      
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第 1節 アンケート調査票の概要 
2014年 6月に，天津市のある日本人会を通して，6社(内訳は，自動車部品メーカー５社
と化工メーカー1社である)の日系企業の従業員にアンケートを配布した。7月 31日と 8月
1日に，山東省で調査を行った日系企業 S社，中国国有企業 P社・民営企業 Q社にそれぞれ
50部を配布した。 
回収は，天津の日系 6 社から有効回答 66 部，山東省の日系 S 社から 31 部回収し，31 部
有効。国有企業 P社から 50部回収したが，有意義なデータが得られないと判断し，今回の
統計では見送りすることにした。民営企業 Q社から 41部回収し，40部有効。回収は 188部，





第 2節 調査表の統計と結果 
１ 単純集計 
(１) 基本情報(Q1～Q11) 
有効回答 137 のうち，Q1の男女比は，①男性 75人，②女性 62人であった。 
Q2 の年齢集計は，①20 歳以下は 1 人，②20 代(20～29 歳)は 76 人，③30 代(30～39 歳)
は 46人，④40歳以上は 14 人であった。 
Q3 の学歴は，①中卒は 8 人，②高卒は 15 人，③大卒は 94 人，④大学院卒は 6 人，⑤そ





                                                   
図表 7－1 有効回答者の年齢と学歴分布 
 中卒 高卒 大卒 院卒 その他 総計 
男性(人) 5 11 47 3 9 75 
～20歳 0 1 0 0 0 1 
20代 4 7 28 1 4 44 
30代 0 1 16 1 2 20 
40歳～ 1 2 3 1 3 10 
女性(人) 3 4 47 3 5 62 
20代 2 1 26 0 3 32 
30代 1 3 19 2 1 26 
40歳～ 0 0 2 1 1 4 
総計 8 15 94 6 14 137 
注)その他は，中卒以下或いは院卒以上を想定して設問したが，回答には短大卒(中国の大専)が多かった。 
 
Q4 の出身地域は，①当市市区は 48 人，②市管轄｢郊県｣は 27 人，③華東･環渤海地域は
29人，④その他の地域は 31人，無回答 2人であった。 
Q5 の戸籍は，①都市戸籍は 81人，農村戸籍は 56人であった。 
その分布は図表 7－2で示す。 
図表 7－2 有効回答者の出身地と戸籍 
 当市市区 管轄郊県 華東･環
渤海地域 
他の地域 無回答 総計 
都市戸籍 40 9 14 18  81 
農村戸籍 9 17 15 13 2 56 
総計 48 27 29 31 2 137 
 
Q6 の労働契約の形態は，①無期限契約は 30人，②固定期限は 89人，③労務派遣は 8人，
その他 7人，無回答３人であった。 
Q7 の勤続について，①試用期間 9 人，②3 年以下は 40 人，③3～6 年は 48 人，④7～10






図表 7－3 労働契約の形態と勤続の分布 
 無期契約 固定期限 労務派遣 その他 無回答 総計 
試用期間 0 3 1 5 0 9 
3年以下 4 29 6 1 0 40 
3～6年 8 36 1 1 2 48 
7～10年 8 12 0 0 1 21 
10年以上 10 9 0 0 0 19 
総計 30 89 8 7 3 137 
 
Q8 転職有無について，転職経験無しは 48人，1回以上転職経験ありは 85人，無回答は 4
人であった。転職経験者の中，前職辞職の原因について，①賃金待遇は 36人，②人事考課
は 4人，③労働時間は 7人，④人間関係は 5人，⑤その他は 33人であった。なお，その他
のなか，自由記述のほとんどは「自己キャリアのため」であった。 
Q9 職務，職種について，①生産現場は 17 人，②補助職は 9 人，③一般職員は 88 人，④
管理職は 23 人であった。 
Q10 企業形態について，国有企業の統計を除外したため，天津の日系 6社は，中小企業で
ありながらすべての独資であった。山東の日系 S社は合弁企業であり，④のその他になる。
そのため，有効回答のなか，①国有は 0 人，②民営企業は 40 人，③日系(独資)企業は 66
人，④その他(日系合弁)企業は 31人であった。 
Q11 組合(工会)の加入について，①加入は 69人，②未加入は 65人，無回答は 3人であっ






Q12 先月の賃金について，①2000 元以下は 16人，②2000～3000元以下は 57人，③3000
～4000 元以下は 40人，④4000 元以上は 24人であった。 
Q13 先月賃金について，基本給の内訳は，①40％以下は 11人(うち 0％2人)，②40～60％
以下は 19 人，③60～80％以下は 23 人，④80％以上は 50 人，⑤分からないは 33 人，無回
答は 1人であった。 
Q14 先月賃金について，業績給の内訳は，①20％以下は 36 人(うち 0％は 2 人)，②20～
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40％以下は 21人，③40～60％以下は 11人，④60～80％以下は 8人，⑤分からないは 59人，
無回答は 2人であった。 
Q15 先月賃金について，手当(残業手当抜き)の内訳は，①5％以下は 52人(なか 0％2人)，
②5～10％以下は 20 人，③10～15％以下は 8 人，④15％以上は 3 人，⑤分からない 52 人，
無回答 2人であった。 
Q16 先月賃金について，残業手当の内訳は，①10％以下は 67人(うち 0％6人)，②10～20％
以下は 6 人，③20～30％以下は 8 人，③30％以上は 13 人，⑤分からないは 42 人，無回答
は 1人であった。 
注意すべきは，先月の賃金について，基本給，業績給，手当などの割合を｢分からない｣
との回答が 33～59人で，全回答の 3割前後となる。詳細は以下(図表 7-4)のようである。 
 
図表 7－4 給料明細「わからない」の割合 
 Q13(基本給) Q14(業績給) Q15(手当) Q16(残業手当) 
⑤(分からない) 33 59 52 42 
T (有効回答) 136 135 135 136 
割合(⑤/T) 24.3％ 43.7％ 38.5％ 30.9％ 
 
Q17 前年度同期と比較した場合の昇給は，①20％以上は 13人，②10～20％以下は 20人，
③10％以下は 53 人，④減少は 37 人，前年無職など無回答は 14人であった。 
Q18 地域最低賃金について，①知っているは 81人，②知らないは 55人，無回答は 1人で
あった。 
Q19 賃金ガイドラインについて，①知っているは 34 人，②知らないは 102 人，無回答 1
人であった。 
Q20 賃金について集団協議するかに対して，①するは 17人②しないは 57人③知らないは
61人，無回答は 2人であった。 
Q21 現在の賃金水準について，①とても満足は 2 人，②ほぼ満足は 54 人，③やや不満は












 Q22 労働時間について，①昼勤は 133人，③昼夜交替 3人，無回答 1人であった。 
Q23 前月の残業時間について，①残業無しは 48 人，②20 時間以内は 55 人，③20～36 時
間以内は 15 人，④36 時間以上は 17 人，無回答 2人であった。 
以上のように，残業時間は 20時間以上も 23.7%見られたが，20時間以内がほとんどであ
る。中国の労働基準法上，残業の割増は平日 50％，週末 100％，祝祭日は 200％となってお
り，残業の場合，日本より人件費コストが高いことが，残業時間が短い原因のひとつと考
えられる。 
Q24 労働法の「探親休暇」・有給休暇などに関する規定について，①知っているは 13 人，
②概ね知っているは 72人，③あまり知らないは 33人，④知らないは 17人，無回答は 2人
であった。 
Q25 探親休暇をとった場合，規定とおりに賃金を貰えるかについて，①貰えるは 48 人，
②貰えるが，全額ではないは 30 人，③貰えないは 15人，④分からないは 42人，無回答は
2人であった。 
Q26 有給休暇を取得できるかについて，①規定とおりに取得できるは 80 人，②取得でき





ため，100％加入となっている。⑥住宅積立金は加入 9 人，未加入 127 人，1 人無回答であ
った。 
 Q28 職業実習・安全訓練など有無について，①ありは 70人，②なしは 65人，無回答は 2
人であった。 
 Q29 健康診断について，①年に 1 回は 104 人，②2 年に 1 回は 4 人，③不定期は 19 人，
④健診したことないは 8人，無回答は 1人であった。 





 Q30 住宅に関する福利について，①従業員寮可利用は 46 人，②住宅補助施策ありの回答
は 11人，③補助無しは 57 人，④分からないは 20人であった。 
 Q31 食事に関する福利について，①食堂ありは 100人，②全額補助は 9人，③部分補助は
9人，④補助無しは 18人，無回答 1人であった。 
 Q32 通勤に関する福利について，①通勤バスありは 66 人，②全額補助は 5 人，③部分補
助は 21人，④補助無しは 43人，無回答は 2人であった。 
 
（５）工会に関して(Q33～Q35) 
 Q33 工会の機能について，単独選択の中，②協議・調節機能 9 人に対し，③文芸活動が
45人となる。 
 Q34 権益が侵害されたときの相談・協議相手について，①政府部門は 25 人，③企業経営
側は 55人，④親戚･親友は 11人，⑤その他は 16人に対して，②の工会は一番少ない 10人
であった。 
 Q35 工会の役割に対する評価について，①評価 14人，②まあ評価 11人に対して，③どち








 Q36 現在勤めている企業に対するプラス評価について，日系企業からの有効回答 97 部の
なか，①安心感があるは(単一選択と複数選択を合計，以下同)37 人，②やりがいがあるは
35 人，③賃金待遇がよいは 11 人，④福利厚生(ボーナスも含め)がよいは 11 人，⑤人事評
価が公平は 15人，⑥人間関係がよいは 39人，⑦昇給･昇格が速いは 8人，⑧残業時間が短
いは 28人であった。なお，評価しないは 2人，無回答は 16人であった。 
 Q37 現在勤めている企業に対するマイナス評価について，日系企業からの有効回答 97 部
のなか，①安心感がないは 22 人，②やりがいがないは 11 人，③賃金待遇がよくないは 36
人，④福利厚生(ボーナスも含め)がよくないは 46 人，⑤人事評価が不公平は 23 人，⑥人
間関係がよくないは 17人，⑦昇給･昇格が遅いは 43人，⑧残業時間が長いは 7人であった。 
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4000元以上 2 6 4 8
3000～4000元以下 1 1 8 16 2 2
2000～3000元以下 3 1 2 2 21 9 4 1





























4000元以上 1 3 3 1 3 4 5
3000～4000元以下 2 6 1 6 10 2 1












図表 7－10 企業形態と基本給 
 
  











40％以下 40～60％以下 60～80％以下 80％以上 
民営 7 6 6 7
日系独資 6 12 24































民営 日系独資 日系合弁 
とても満足 1 1
まあ満足 24 25 4
やや不満 14 31 12
とても不満 3 11 8
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｢0」 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
とても満足 ― 1 1 1 1 1 1 1 1 
ほぼ満足 ― 14 10 6 4 8 13 1 10 
やや不満 ― 14 10 2 3 2 16 3 7 




































































































































































































添付資料 1 【企業向け質問表(インタビュー調査の質表項目)】 
 
整理番号 
    
中国進出日系企業の人事労務管理に関する調査 
 










































1. 主たる業種(       ） 




①独資   ②合弁   ③合作   ④その他(      ) 
4. 操 業開始   年 
 
5. 資本金総額(     )万ドル 
うち日本側出資比(  ）％ 
6. 主たる業種(       )  
7. 中国に他の拠点：  ①有  ②無 
8. 中国以外に海外現地法人：  ①有  ②無 
 
貴社の従業員の構成についてお伺いします 
9. 貴社の従業員数(     )人  
10. 従業員の平均年齢(  )才，現地従業員の平均勤続年数(  )年 
うち現場従業員の平均勤続年数(    ) 年 うちスタッフ層の平均勤続年数(    ) 年 










人 人 人 ／ 
大卒一般
職 
人 人 人 人 
課長クラ
ス 
人 人 人 人 
部長クラ
ス 
人 人 人 人 
取締役 人 人 人 人 
合計 人 人 人 人 
 
貴社の賃金管理について伺います 




①あり  ②なし 
13. 賃金体系の設計にあたって何を参考にしますか。 
①本社の制度を参考  ②中国企業を参考  ③現地日系企業を参考 
④その他(           ) 
14. 貴社の現場従業員の初任給はいくらですか。 
①2000 元未満  ②2000～2250 元未満  ③2250～2500 元未満  ④2500元以上 
15. 貴社のスタッフ層の初任給はいくらですか。 











    
前職経験の考
慮 
    





役職 ① ② ③ ④ ⑤ 
金額 元 元 元 元 元 
役職 ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
金額 元 元 元 元 元 
現場
 
役職 ① ② ③ ④ ⑤ 




手当 ① ② ③ ④ ⑤ 
金額      
手当 ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
金額      
現場
 
手当 ① ② ③ ④ ⑤ 
金額      
19. 2012年度の一時金について： 
  ①あり 【年   月分】  ②なし 
20. 退職金制度について： 
  ①あり  ②なし 






 ①固定期限なし ②固定期限 ③労務派遣 ④その他 
現場従業員 ％ ％ ％ ％ 
スタッフ層 ％ ％ ％ ％ 
 
23. 従業員の出身地は概ねどうなっていますか。 
 ①市内 ②「管轄郊県」 ③華東地区 ④その他 
現場従業員 ％ ％ ％ ％ 




①基準の有無 ②査定回数/年 ③降格の有無 
④連続降格の場
合解雇の有無 
現場従業員 有  無    回 有  無 有  無 




  ①寮・社宅の運営  ②食堂の運営･昼食補助  ③無料健診の実施  
④その他(                     ) 
26. 有給休暇の付与： 
①あり {具体的に：1年目( )日，2 年目( )日，3 年目から( )日，4年目( )日，5





  ①ある (組織率約  ％)  ②なし 
28. 工会ありと回答された場合，貴社の工会の主な役割は何だと思われますか【多選可】。 
①社内運動会の実施 ②従業員の苦情処理   ③社員慰安旅行の企画  
④賃金の団体交渉  ⑤春節･中元など福利  ⑥地方政府との架け橋 
⑦その他(               ) 
貴社の人事労務管理の課題について伺います 
29. 貴社の最近 3年の収益と人件費を概数でご記入願います。 
 2010年 2011年 2012年 
147 
 
売上高 百万元 百万元 百万元 
人件費総額 百万元 百万元 百万元 
うち給与支給総額 百万元 百万元 百万元 
経常利益 百万元 百万元 百万元 
30. 現在，貴社が現地経営に最も悩まされる問題を選んで下さい【多選可】。 
①最賃・平均賃金の高騰  ②現地スタッフとの意思疎通  ③現地従業員の定着率    
④現場従業員の採用難   ⑤労使関係          ⑥現地政府との関係     
⑦その他(                  ) 
31. 貴社は今後中国での事業展開をどのように考えていますか。 











     ①希望する            ②希望しない 
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①工资待遇  ②考评考核制度  ③劳动时间  ④人际关系  ⑤其它 
9. 您所在的岗位(    ) 
①直接生产【车间】  ②辅助生产【车间组长等】 ③一般职员  ④中层管理(科长)以上 
10. 您所在公司的类型(    ) 
    ①国有企业     ②民营企业    ③日资企业    ④其它 
11. 您是否加入工会组织(    ) 
①加入  ②未加入 
关于工资待遇等 
12. 您上个月工资收入大概为       【百元以后可忽略,下同】 , 如果不方便作答,
请在以下范围内选择(    ) 
①2000 元以下  ②2000 元—3000 元以下  ③3000 元—4000 元以下  ④4000元以上 
13. 您上个月工资中固定类工资金额为             ,占工资总体的比例为(    ) 
①40%以下   ②40%-60%以下    ③60%-80%以下   ④80%以上   ⑤不清楚 
14. 您上个月工资中绩效类工资金额为             ,占工资总体的比例为(    ) 
①20%以下   ②20%-40%以下    ③40%-60%以下   ④60%以上   ⑤不清楚 
15. 您上个月工资中津贴类(交通费,住宅补助,通信费,全勤奖等)工资金为           ,
占工资总体的比例为(    ) 
①5%以下    ②5%-10%以下    ③10%-15%以下   ④15%以上   ⑤不清楚 
16. 您上个月工资中加班加点工资金额为           ,占工资总体的比例为(    ) 
①10%以下   ②10%-20%以下   ③20%-30% 以下  ④30%以上   ⑤不清楚 
17. 与 2013 年同期相比，您的收入水平(    ) 
①提高 20%以上   ②提高 10%-20%以内   ③提高 10%以内   ④下降了 
18. 您知道本地最低工资标准是多少(    ) 
①知道  ②不知道 
19. 您知道您公司所在地区行业指导工资是多少(    ) 
①知道  ②不知道 
20. 您单位是否进行工资集体协商(    ) 
①协商  ②不协商  ③不清楚 
21. 您对目前的工资收入(    ) 














22. 您的上班时间基本是(    ) 
    ①白班    ②晚班    ③两班倒    ④其它 
23. 您上个月的加班时间为            , 如果不方便作答,请在以下范围内选择(    ) 
①没有加班     ②20 小时以内    ③20-36 小时以内     ④36小时以上 
24. 您对劳动法对婚丧，病，产，探亲假和年休假的有关条例是否了解(    ) 
    ①很了解    ②大概了解     ③不是很了解    ④不了解 
25. 婚丧，病，产，探亲假能否拿到法定工资(    ) 
    ①能按法定标准拿到  ②能拿到，但是达不到法定标准  ③拿不到  ④不清楚 
26. 您能否拿到年休假(    ) 
①能按法定标准拿到  ②能拿到，但达不到法定标准  ③拿不到  ④不清楚 
关于社会保险及福利 
27. 目前您参加的社会保险【可多选】(         ) 
①养老保险    ②医疗保险    ③工伤保险  
④生育保险    ⑤失业保险    ⑥住房公积金 
28. 公司对您是否进行过职业健康安全等培训(    ) 
①培训过  ②未培训 
29. 公司是否对您进行健康体检(    ) 
①每年体检一次  ②2年体检一次  ③不定期体检  ④从未体检过 
30. 公司在住宅方面公司有什么福利(    ) 
    ①员工宿舍    ②住宿费补助    ③没有补助  ④不清楚 
31. 公司在餐费方面公司有什么福利(    ) 
①有公司食堂     ②定餐全额补助      ③部分补助      ④没有补助      
32. 公司在交通费方面公司有什么福利(    ) 
①有通勤车     ②全额补助     ③部分补助    ④没有补助 
  您公司还有什么其它福利 
关于工会组织 
33. 您认为工会在哪些方面对职工帮助最大【可多选】(       ) 
①解决职工生活困难  ②协调解决职工与企业矛盾  ③组织文体活动  ④提高工资 
其它 
34. 您的权益受到侵害时首先找(    ) 
①政府部门  ②工会组织  ③企业领导  ④亲朋好友   ⑤其他 
35. 您对单位工会发挥作用的评价(    ) 
①满意  ②比较满意  ③一般  ④不满意  ⑤说不清楚 










36 正面评价【可多选】(       ) 
  ①工作有安全感   ②工作有挑战性   ③工资待遇好  ④福利奖金高 
⑤考核考评公正   ⑥人际关系融洽   ⑦升职涨工资快  ⑧加班时间短 
   其它(       ) 
37 负面评价【可多选】(       ) 
①工作没有安全感   ②工作没有挑战性   ③工资待遇差  ④福利奖金低 
⑤考核考评不公   ⑥人际关系紧张   ⑦升职涨工资慢  ⑧加班时间长 












添付資料 4 【従業員向けアンケートの集計データ(一部)】 
 
整理番号 性別 年齢 学歴 出身 戸籍 契約 勤続 辞職原因 職種 企業形態 組合加入
1 1 3 3 1 1 2 3 0 3 4 1
2 1 2 3 1 2 2 2 0 1 4 1
3 2 2 3 3 1 2 2 0 3 4 1
4 1 2 3 3 1 2 3 0 3 4 1
5 1 2 3 3 2 2 2 0 3 3 1
6 2 2 3 3 2 3 3 0 3 3 1
7 1 4 3 3 1 1 5 0 3 3 1
8 2 2 3 3 1 2 2 0 3 3 1
9 1 2 3 2 2 3 1 0 3 1 1
10 1 2 3 3 2 3 2 0 1 2 1
11 1 3 2 1 2 2 5 0 3 3 1
12 1 2 5 2 2 1 4 0 2 4 1
13 1 2 2 2 2 1 4 1 2 4 1
14 1 2 5 2 1 2 4 0 2 4 1
15 1 2 5 2 1 2 4 0 2 4 1
16 1 2 3 3 2 3 2 0 1 3 1
17 1 2 3 2 2 2 2 1 3 3 1
18 2 2 2 1 1 2 4 1 3 3 1
19 1 2 3 3 2 3 2 1 1 3 1
20 2 3 3 4 1 1 5 0 3 3 1
21 1 4 5 1 1 1 5 0 4 4 1
22 1 3 3 3 1 1 5 0 4 3 1
23 2 3 3 3 1 2 5 0 4 3 1
24 2 3 3 3 1 1 5 0 4 3 1
25 1 3 3 3 2 1 4 0 3 3 1
26 2 3 2 1 2 1 5 5 3 4 1
27 2 2 5 2 2 2 3 1 3 4 1
28 1 2 5 4 2 2 5 1 2 4 1
29 2 2 5 2 2 2 3 1 3 4 1
30 2 3 2 3 2 3 2 5 3 4 1
31 2 2 3 2 2 3 2 0 3 3 1
32 2 2 3 4 1 2 3 2 3 3 1
33 2 3 1 1 1 2 2 0 3 3 2
34 1 3 3 2 2 2 3 1 3 3 2
35 2 3 3 3 1 2 3 1 3 3 1
36 1 2 2 2 2 3 2 1 1 3 2
37 2 2 3 1 1 2 2 0 3 3 2
38 2 2 3 1 1 2 2 1 3 3 2
39 1 4 4 1 1 2 5 5 4 3 1
40 2 3 3 1 1 2 3 4 4 3 2
41 2 4 3 1 1 2 3 1 4 3 2
42 2 2 3 2 1 2 3 4 4 3 2
43 1 3 3 1 1 2 3 3 3 3 2
44 2 2 3 4 1 2 3 5 3 3 2
45 1 3 3 4 2 1 4 0 3 3 2
46 1 3 3 2 1 2 3 3 3 3 2
47 1 3 3 1 1 2 2 2 4 3 2
48 2 3 3 4 1 2 2 5 3 2 2
49 2 2 3 1 1 2 2 0 3 3 2
50 2 2 3 4 2 2 2 5 3 3 2
51 2 2 3 1 1 2 2 5 3 3 2
52 1 2 1 4 1 1 3 4 3 3 1
53 2 4 4 1 2 1 5 5 4 3 1
54 2 2 5 4 1 2 3 1 1 3 2
55 2 2 1 4 2 2 3 1 1 3 2
56 1 2 1 4 2 * 3 * 3 3 1
57 2 2 1 4 2 1 3 0 1 3 1
58 1 2 2 4 1 2 4 3 3 3 1
59 1 2 1 4 2 2 3 5 3 3 1
60 1 4 2 1 1 1 4 5 1 3 1
61 1 2 2 3 2 4 3 4 1 3 *
62 1 3 5 * 2 1 3 3 3 3 1
63 1 3 5 1 1 2 3 5 1 3 2
64 1 1 2 4 1 1 2 * 1 3 2
65 1 2 2 2 2 2 2 1 1 3 1
66 1 2 2 3 2 2 2 3 3 3 1
67 1 4 2 * 2 1 4 * 1 3 *
68 1 4 1 4 2 * 3 5 1 3 1
69 2 3 3 1 1 2 4 5 4 3 1
70 1 4 3 1 1 1 5 5 4 3 *
71 2 2 3 1 1 2 2 3 3 3 1
72 2 3 3 1 1 1 3 1 3 3 1
73 2 4 3 1 1 1 3 5 3 3 1
74 1 2 3 1 1 4 1 1 2 4 2
75 1 2 3 1 1 4 1 1 2 4 2
76 1 2 3 1 1 2 1 5 3 3 1
77 2 3 5 4 1 2 3 1 3 4 1
78 2 3 3 1 1 1 3 5 4 3 1
79 2 3 3 1 1 2 4 0 3 3 1
80 2 3 3 4 1 1 4 0 3 4 2
81 2 4 5 1 1 1 5 5 3 4 1
82 1 2 3 1 1 2 1 5 3 4 2
83 2 3 3 4 1 2 4 0 4 4 1
84 1 2 3 4 1 2 2 0 3 4 1
85 2 2 3 2 1 2 3 5 3 4 1
86 1 4 5 1 1 1 5 * 4 3 1
87 2 2 3 1 1 2 2 5 3 3 1
88 1 3 3 4 1 1 4 1 4 4 1
89 2 2 3 1 1 2 2 1 3 3 1
90 2 2 3 2 1 2 2 1 3 3 1
91 2 3 2 1 1 4 1 5 1 2 2
92 1 2 1 4 2 * 4 0 3 3 2
93 1 2 3 1 1 2 3 3 1 3 2
94 1 3 3 2 1 2 4 1 4 3 1
95 2 2 3 2 2 2 2 0 3 3 1
96 2 2 3 1 1 2 1 5 3 3 2
97 2 3 3 1 1 2 2 2 3 3 1
98 1 3 3 1 1 2 5 0 4 2 1
99 1 3 3 3 1 2 5 0 4 2 1
100 1 3 3 2 1 2 3 5 3 2 2
101 1 2 2 2 2 2 3 1 3 2 2
102 1 2 3 2 2 1 3 5 3 2 2
103 1 3 4 1 1 2 4 1 4 2 1
104 2 3 4 4 1 2 2 2 2 2 2
105 1 3 3 3 2 2 3 1 3 2 2
106 2 2 3 2 1 2 2 0 3 2 2
107 2 3 4 3 1 2 3 0 3 2 2
108 1 2 3 2 2 2 3 0 3 2 2
109 2 2 3 3 2 2 2 1 3 2 2
110 2 2 3 4 1 2 3 1 3 2 2
111 1 2 3 1 2 2 2 1 3 2 2
112 1 2 4 2 2 1 2 0 3 2 2
113 1 2 3 4 2 1 3 1 4 2 2
114 2 3 3 3 1 1 2 4 3 2 2
115 2 2 3 4 2 2 2 1 3 2 2
116 1 4 5 1 1 2 4 5 3 2 2
117 1 4 3 1 1 2 5 5 2 2 2
118 2 2 3 4 2 2 2 1 3 2 2
119 2 3 3 3 2 2 3 0 3 2 2
120 1 2 3 1 1 2 3 0 3 2 2
121 1 2 3 2 2 4 1 5 3 2 2
122 2 3 3 3 2 2 3 5 3 2 2
123 1 3 3 3 1 2 3 5 4 2 2
124 1 2 3 4 1 2 2 5 3 2 2
125 1 2 3 4 2 2 3 0 3 2 2
126 1 3 3 3 1 2 5 0 3 2 2
127 2 3 3 1 2 2 4 1 3 2 2
128 1 2 3 1 1 4 2 1 3 2 1
129 1 2 3 3 2 1 2 0 3 2 2
130 2 2 3 4 1 2 3 0 3 2 2
131 1 2 3 3 2 2 3 0 3 2 2
132 1 2 3 2 2 2 3 0 3 2 2
133 2 3 3 4 1 2 5 5 3 2 2
134 1 2 3 3 1 2 3 1 3 2 2
135 2 3 3 1 2 2 3 1 3 2 2
136 1 2 3 1 2 2 4 5 4 2 2
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